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農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

１ 食料品の流通経路
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出典）「平成27年（2015年）農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表」



農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

２ 食品流通をめぐる課題

① トラックドライバーの働き方改革への対応

② コロナウイルス感染拡大予防のための食品流通現場での省人化

③ 農水産物の品質向上や輸出拡大のためのコールドチェーンの確立

④ トレーサビリティの確保やコスト削減のためのデータ連携

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（抜粋）

・１日の拘束時間は13時間以内を基本とし、延長する場合であっても16時間以内
・１日の休息時間は継続８時間以上
・15時間を超える回数は1週間に2回以内
・運転時間は2日平均で、1日あたり9時間以内
・連続運転時間４時間以内（30分以上の休憩を確保） ・・・等
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農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

【参考】事業者システム間のデータ連携の状況（聞き取り）

区 分
出荷者

⇔
卸売業者

卸売業者
卸売業者

⇔
仲卸業者・
売買参加者

仲卸業者・
売買参加者

仲卸業者
⇔

実需者

青 果 データ
書面 データ

電話・ＦＡＸ
口頭
書面

一部データ
データ

ＦＡＸ
書面
データ

水 産
電話
ＦＡＸ
書面

データ
電話・ＦＡＸ

口頭
書面

一部データ
データ

ＦＡＸ
書面
データ

花 き ＦＡＸ
データ データ 一部ＦＡＸ

データ データ －

出典）農林水産省食料産業局「生鮮食料品流通におけるデータ連携活用可能性等調査報告書」（平成31年３月）
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農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

３ 食品等流通合理化促進事業 （事業実施期間：平成30年度～令和2年度）
【令和2年度予算額 156（278）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．農産物等物流業務効率化モデル形成

ICTで管理する出荷・搬入情報等を活用して生産者や流通事業
者等が行う次の実証を支援します。

① トラックドライバーの乗船が不要な船舶輸送体制の構築
② 複数産地や異業種間の連携による積載率の向上等の取組
を通じた効率的な共同輸送体制の確立

③ 従来の出荷規格の見直しを通じて簡素化した出荷規格に
よる流通形態の確立

④ 最新鋭の冷蔵技術等を活用した新たな出荷体制の確立

２．輸出拠点・流通新技術導入モデル形成

食品流通業者等による次の取組を支援します。

① RFID、ブロックチェーン、AI等の先端技術を活用した、食品
流通プラットフォームの構築等に必要な調査・実証

② 食品流通プラットフォームの構築等に必要となる先端技術を
用いた設備・ 物流機材のリース導入

＜対策のポイント＞
人手不足に対応しつつ、川上から川下までの特定の段階に負担が偏重しないよう、サプライチェーン全体で一貫した流通合理化対策を推進するため、
ＲＦＩＤ、ブロックチェーン、ＡＩ等を用いて、蓄積されたデータの共有・活用や省人化・省力化を実現するための食品流通プラットフォームの構築等を進めます。
＜政策目標＞
〇物流、商品管理、決済、輸出等のプラットフォームを実装［令和２年度まで］
〇各プラットフォームに蓄積されたデータを活用し、スマートフードチェーンシステムに連結［令和４年度まで］

商品管理プラットフォーム（２．流通新技術導入モデル形成の一例）

出荷者 中間流通業者 実需者
情報登録

情報共有

RFID

・ちゃんと温度管理されているぞ。
・〇時に入荷するから準備しよう。

複雑なサプライチェーンでもトレーサビリティが可能

・実需者のニーズや評価が分かったぞ。 ・需要予測が大きいので発注を増やそう。

GPS

入荷・販売情報出荷情報 輸送管理情報

入荷情報生産・品質情報

ブロックチェーン：生産情報や輸送管理（温度管理等）情報の改ざん防止等＜事業の流れ＞

＜ブロックチェーン技術を活用した商品管理プラットフォーム＞

青果物の物流合理化（１．モーダルシフト等の実証）

共同輸送体制の確立

複数産地や異業種間の連携によ
る積載率の向上等の取組を通じた
効率的な共同輸送体制を実証

荷

実
需
者

産地

産地

・
・
・

トラックドライバーの乗船が不要な船舶
輸送体制の構築に向けた輸送実証

モーダルシフトの新展開

産地 消費地

簡素化した出荷規格での流通

簡素化した規格で選別し、
プラスチックコンテナで出荷

従来の出荷規格を見直すための検討会
開催や簡素化された規格による出荷形
態での流通実証

国 食品等流通業者等
（協議会を含む）

定額、1/2
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農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

4 補助事業を活用したトレーサビリティ等のためのデータ連携実証
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出所）農林水産省食料産業局「平成30年度食品流通合理化促進事業等報告会」（平成31年4月24日開催）
三菱総合研究所作成資料を基に農林水産省食料産業局食品流通課作成
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農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

5－1 実証結果 事故品流通拡大抑止効果（作業時間）

・ 輸入品では、従来は2日かかっていた事故品の特定が、数秒で完了することを確認

時間

※1

※１ 検証実験に参加した小売事
業者では、消費者への連絡につい
て短時間で可能な仕組みを構築
済みであり、PFの有無に関係なく
同じ時間を要している
※２ 今回は特定が容易な商品
で実証実験を行っており、同サプラ
イチェーンで最短時間の積算となっ
ている

出荷停止を含めた商品の回収作業に要する時間を、
サプライチェーン全体で1/3（事業者によっては最大1/7）に短縮

合計
生産者

小売
仲卸

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑあり

合計
生産者

小売
仲卸

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑなし

※1

※2

１/３に短縮

6
出典）農林水産省食料産業局「平成30年度食品流通合理化促進事業等報告会」（平成31年4月24日開催）三菱総合研究所作成資料



農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

5－2 実証結果 事故品流通拡大抑止効果（回収量）

• PFがある場合、従来方法と比較して、約1/180※まで回収対象品の量を削減可能

対象商品の回収量

１
180 ←

回
収
量

回収範囲を限定可能
（PFがない場合は回収の範囲を特定できずに回収すべき商品数が膨大になる）

※PFありの場合の回収量は、
当該ロット品に限定されるのに対し、
PFなしの場合の回収量は、当該
生産者団体から同日に出荷された
当該ロット品と同じ等級品全てと
なる

7
出典）農林水産省食料産業局「平成30年度食品流通合理化促進事業等報告会」（平成31年4月24日開催）三菱総合研究所作成資料



農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

6 ブロックチェーンを活用した食品トレーサビリティPF活用のメリットと課題
メリット 課題

• 消費者に情報の提供が可能
• 自身の農産物がどこでどの様に売ら
れているか把握できる

• 回収発生時のコスト削減

• 情報入力の負担が大きい
• ロット単位の管理が困難
• （特に輸入品の場合）入力
できる情報が限定される

• 回収発生時のコスト削減
• 商流の特定が容易 • 情報入力の負担が大きい

• 消費者に情報の提供が可能
• 回収発生時のコスト削減
• 商流の特定が容易
• 消費者からの信頼性が向上

• 情報入力の負担が大きい
• 店頭でのロット単位の管理が困難

• 商品の生産や流通等に関する情
報を入手可能

• 問題がある商品が流通しても、被
害発生可能性が減少

• 食の安全・安心が価格転嫁される
ことに否定的

【農家・集荷者】

【小売】

【消費者】

【卸・仲卸】

8
出典）農林水産省食料産業局「平成30年度食品流通合理化促進事業等報告会」（平成31年4月24日開催）三菱総合研究所作成資料



農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

7 食品流通におけるブロックチェーン技術の対象領域

9

出典）経済産業省「平成27年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（ブロックチェーン技術を利用したサービスに関する国内外動向調査）報告書」
を基に食品流通における対象領域 を農林水産省食料産業局食品流通課が追記



農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

８ 食品等流通持続化モデル総合対策事業【令和3年度概算決定額 305（156）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．持続的な食品流通モデルの実現

① 輸出条件への対応及び取引の高度化に必要なトレーサビリティ
を確保するためのデータ連携システムの構築、安定的かつ低コスト
なコールドチェーンの整備等を支援します。

② データ連携の効果を最大限発揮しうるICTを活用した業務の
省力化・自動化等を支援します。

③ 食料品アクセスの確保に向けた課題解決のための取組を支援
します。

２．農産物等の物流合理化

ICTで管理する出荷・搬入情報等を活用し、生産者や流通業者
等が行う次の流通合理化の取組の導入を支援します。

① トラックドライバーの乗船が不要な鉄道・船舶輸送の導入
② 複数産地や異業種間の連携による積載率の向上等、効率的
な共同輸送の実施
③ 最新鋭の冷蔵技術等を活用した新たな出荷体制の整備
④ 従来の出荷規格を実需者が受け入れられる形で見直し、流通
方法を簡素化

＜対策のポイント＞
食品等流通の合理化・高度化を図るため、サプライチェーン全体のデータ連携システムの構築等による持続的な食品流通モデルを実現します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、5兆円［2030年まで］）

１．持続的な食品流通モデルの実現

輸出港 相手国

生産地

業務の省力化・自動化

AI・ICTによるリモート商品管理・
マッチング、AGVによる自動搬送

データシステム連携によるトレーサビリティ確保・取引高度化

海外実需者
情報登録

情報共有

コールドチェーンによる品質維持

産地・出荷者 市場
拠点倉庫

低コストなコールドチェーンの整備

２．農産物等の物流合理化

トラックドライバーの乗船が不要な鉄道や
船舶などを利用した輸送体制の導入

〇モーダルシフト

実
需
者

産

地

〇出荷規格の簡素化

実需者が受け入れられる形で従来の
出荷規格の簡素化を推進

＜事業の流れ＞
国 食品流通業者等

定額、1/2以内
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